
H22.3.31日現在

最低

68,231 26,708

東 谷 34 410 13 385

広
ぼ
う

東西 6.45㎞

南北 15㎞
多　田

662ｍ

22ｍ

川　西

人　口(人) 世帯数

58,735 26,497

＝　概　　要　＝

　昭和２９年８月１日、町村合併促進法に基づいて、川西町・多田村・東谷村の一町二村が合併して
市制を施行し、川西市が誕生しました。市制施行当時の人口は、３３，７４１人でした。

　昭和４０年頃から市北部の多田、東谷地域の山間部に大手デベロッパーの大規模な宅地造成が進め
られて、現在人口は１６万人を超えています。

　平成１０年にＪＲ東西線が開通して、通勤時間帯の列車本数の増便により、大阪方面への通勤も一
層便利になりました。

面
 
積

53.44k㎡

　また、阪神高速池田線も延伸して川西市内に出入口が出来て、大阪市内へのアクセス、神戸方面へ
の移動も便利になっています。

　平成１５年度からは、第４次総合計画で標榜する「わがまちと実感できる夢現都市」の実現に向
け、とりくみが進められます。

位
 
置

東経

北緯

135°25′

34°49′

海
 
抜

最高

位置図　Ａｒｅａ　Ｍａｐ

計 161,376 66,590

　兵庫県の東南部に位置し、東西に狭く、
南北に細長い地形になっています。北部は
山岳の起伏に富み、南部は平たんで市の中
心市街地になっています。

東 谷 34,410 13,385

川西市

●
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消　防　庁　舎

敷　地 建物延

 072-759-0119

 総務課

     757-9945

 予防課

     757-9946

 消防課

     759-9980

昭和３９年７月３１日  072-757-1194
（昭和４４年３月

３１日増築）  予防係
     759-9977

消
　
防
　
本
　
部

昭和５２年６月１日

鉄筋コンクリート造
３階建

（一部４階）

面　積（㎡）

553.
80

川
西
市
見
野
二

南
　
消
　
防
　
署

北
　
消
　
防

昭和４８年４月１７日

所属

二
十
一
番
十

鉄筋コンクリート造
２階建

985.
89

鉄筋コンクリート造
３階建

（一部鉄骨造）
541.

14

1,564.
76

川
西
市
美
園
町

四
番
十
号

電　　話

十
二
番
十
一
号

所在地 建築年月日 構　　　造

川
西
市
火
打
一
丁
目

2,846.
77

(東谷行政
センター)

670.
72  072-794-0119

昭和４７年１月２１日

（昭和６３年１月

２１日増築）

清
和
台
出
張
所

多
田
出
張
所

一
番
地

丁
目

　
署

二
番
地
二

二
号

十
六
番
二
十
六
号

久
代
出
張
所

鉄筋コンクリート造
２階建

（一部外壁コンクリートブ
ロック）

川
西
市
清
和
台
西
五
丁
目

川
西
市
緑
台
六
丁
目

川
西
市
久
代
三
丁
目

昭和５１年４月１４日
鉄筋コンクリート造

２階建 1,157.
7

524.
52

678
277.

32

（59.
2
）

昭和４９年１０月１７日
鉄筋コンクリート造

２階建

 072-792-0119

1,000.
3 494

 072-756-0119

 072-799-0119
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消　防　機　構

総 務 課

予 防 課

消 防 課

市

                        　　　　　 　 （川西市及び猪名川町
消防指令センター）

久 代 出 張 所

消 防 第 ２ 係

消 防 第 １

消 防 第 ２

予 防 係

南 消 防 署

消 防 第 １ 係

消 防 本 部

通 信 第 １

庶 務 係

通 信 第 ２

市
　
　
長

消 防 団 本 部

北 消 防 署

多 田 出 張 所

消 防 第 ２

消 防 第 １

清和台出張所

消 防 第 ２

１ １ 分 団 ３ １ 部

消 防 第 １

消 防 第 ２ 係

庶 務 係

予 防 係

消 防 第 １ 係
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基 準 現 有 不 足
充足率
（％）

５ ５ ０ １００

８ ８ ０ １００消防ポンプ自動車

 H22.4.1日現在

署 所 の 数

消防力の基準と現有

市町村が消防活動を行うために必要な最小限度の施設及び人員を定めた「消防力の基準

（昭和３６年消防庁告示第２号）」は数度の改正を経て現在に至っています。

　基準消防力と現有消防力を比較すると、その充足率は、車両等においてはほぼ充足さ

れているものの、人員において６５．３％の充足率となっています。

　消防団においては、団員数４９．７％、消防ポンプ自動車５０％、小型動力ポンプ１

００％の充足率となっています。

　この消防力の基準も「消防力の整備指針」に名称変更され、次の基本的な方針に沿っ

た見直しがなされました。

　① 「消防力の整備指針」の理念の明記

　② 地域の実情に合った考慮要素の導入、選択肢の拡充

　③ 求められる職務能力の明示　        ④ 「兼務」概念の導入

　⑤ 施設の性能・効果を考慮した基準の導入

  ⑥ 防災・危機管理に関する基準の導入　⑦ 消防団員数の算定指標の設定

１．常備消防力

区 分

８ ８ ０ １００

２ １ １ ５０

２ ２ ０ １００

２ ２ ０ １００

６ ４ ２ ６７

４ ４ ０ １００

２２２ １４５ ７７ ６５．３
(条例定数:145) －１００

基 準 現 有 不 足
充足率
（％）

４台 ２台 ２台 ５０

２８口 ２８口 ０口 １００

７６８ ３８２ ３８６ ４９．７
(条例定数:418) －３２ －９１．４

消防ポンプ自動車

消 防 職 員 の 数

団 員 の 数

 H22.4.1日現在

消
防
自
動
車
の
数

は し ご 自 動 車

化 学 消 防 自 動 車

救 助 工 作 車

救 急 自 動 車

小 型 動 力 ポ ン プ

区 分

消 防 ポ ン プ 自 動 車

２．非常備消防力

特 殊 車 両 等
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１．定員、実員と累計比較
H22.4.1現在

 人　口 条例定員 消防監消　防消　防消　防消　防消　防消防士その他 合　計
司令長司　令司令補士　長副士長 職　員

18年 160,707 145 1 4 21 67 24 11 13 - 141

19年 160,485 145 1 4 21 68 27 8 14 - 143

20年 160,823 145 1 5 24 64 25 9 16 - 144

21年 161,310 145 1 5 27 62 21 9 19 - 144

22年 161,406 145 1 4 28 61 20 15 16 - 145

　                　消　防　職　員

　近年、川西能勢口駅周辺の高層化、幹線道路の整備が着実に進み、都市化の進展により災
害が複雑多様化、大規模化する中、火災その他の災害から人命を守り、被害を軽減するため
努力しています。さらに、救急に対する市民ニーズの高まりに加え高齢化社会の進展によ
り、各種消防サービスの向上のため、１４５名の消防職員が日夜消防業務に励んでいます。
その職員の構成等は次のようになっています。

実　　　　　　　　員

年　　

120

140

160

人

実員の累計比較

消防監

消防司令長

消防司令

２．職員の勤続年数
H.22.4.1現在

消防監消　防消　防消　防消　防消　防消防士その他 計

司令長司　令司令補士　長副士長 職　員

５年未満 1 1 10 16 28

５年以上１０年未満 5 10 5 20

１０年以上１５年未満 7 7

１５年以上２０年未満 11 1 12

２０年以上２５年未満 9 9

２５年以上３０年未満 1 9 10

３０年以上 4 26 20 9 59

　　平均勤続年数 2.0 35.3 33.3 24.0 19.7 4.4 1.1 - 20.8

勤続年数　　　　    階級別
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員

実員の累計比較

消防監

消防司令長
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消防司令補

消防士長

消防副士長

消防士

その他職員
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３．職員の年齢
H22.4.1現在

消防監消　防消　防消　防消　防消　防消防士その他 計
司令長司　令司令補士　長副士長 職　員

1 4 28 61 20 15 16 145
2 2

6 13 19
7 9 1 17

12 3 15
11 11３６歳 ～ ４０歳

　１８歳　～　２０歳
　２１歳　～　２５歳
　２６歳　～　３０歳
　３１歳　～　３５歳

　職　　員　　数

年齢　　　　　　　  階級別

0 10 20 30 40 50 60 70

５年未満

５年以上１０年未満

１０年以上１５年未満

１５年以上２０年未満

２０年以上２５年未満

２５年以上３０年未満

３０年以上

勤続年数別職員数

消防監

消防司令長

消防司令

消防司令補

消防士長

消防副士長

消防士

11 11
14 1 15

3 2 1 6
1 14 13 6 34

1 3 11 9 2 26
59.0 56.8 54.3 44.7 41.4 25.7 23.1 - 42.2
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　５６歳　～　６０歳
　平　 均 　年 　齢

　３６歳　～　４０歳
　４１歳　～　４５歳
　４６歳　～　５０歳
　５１歳　～　５５歳

0 10 20 30 40 50 60 70

５年未満

５年以上１０年未満

１０年以上１５年未満

１５年以上２０年未満

２０年以上２５年未満

２５年以上３０年未満

３０年以上

勤続年数別職員数

消防監

消防司令長

消防司令

消防司令補

消防士長

消防副士長

消防士

0 5 10 15 20 25 30 35 40

１８歳 ～ ２０歳

２６歳 ～ ３０歳

３６歳 ～ ４０歳

４６歳 ～ ５０歳

５６歳 ～ ６０歳

年齢別職員数

消防監

消防司令長

消防司令

消防司令補

消防士長

消防副士長

消防士



４．職員の配置状況

H22.4.1日現在

日

日

日

総数

 本　部

総務課

予防課

消防長

次長

課
長
・
主
幹
・
副
署
長

1

課
長
補
佐
・
副
主
幹
・
所
長

145 1 4 13 15

消
防
士

総
数

勤
務
区
分

消
防
監

消
防
司
令
長

消
防
長

次
長
・
参
事
・
署
長

消
防
司
令

係
長
・
主
査
・
所
長

主
任

消
防
副
士
長

消
防
司
令
補

消
防
士
長

0

日

6

1 1

1

－

1 2 7 4 10 5 4

28 33

1

1 1 3

1620 15

2 1

2

39

1

そ
の
他
の
職
員

1

8

5

区分

所属

本署

清和台出張所

多田出張所

研修中

8

日：毎日勤務

隔：隔日勤務

消防課

 北消防署

 南消防署

本署

久代出張所

隔

隔

隔

隔

隔

隔

日

日

日

日

1

24

1

2

2 1 2

2 2

1

12 11

1

5 3

2

1

2

2 2 4

4 4

6

4

2 4 4 10

3 7 7

1 1

16

1 1 1

2 2

3 4

3

2 4 4 5

4

1

6

6

5 2

3

11 12

2 4

22

12

12

4

6

30

4

22

12

6

46

3

2 4

60

1
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５．職員の教育

（H21年度実績）

種　　　別 人数 期　間 講　習　機　関

　初任科（第７４期） 5 ６ヶ月間 兵庫県消防学校

　専科教育　救急科 4 ３８日間 　　　〃

　専科教育　救助科 1 ２０日間 　　　〃

　専科教育　特殊災害科 1 １０日間 　　　〃

　専科教育　火災調査科 2 １０日間 　　　〃

　専科教育　予防査察科 1 １０日間 　　　〃

　特別教育　潜水科 1 ５日間 　　　〃

　特別教育　はしご自動車科 1 ３日間 　　　〃

　救助技術合同研修会 1 １日間 　　　〃

　　山岳救助技術及び
　　都市型ロープレスキュー研修

　救急救命士追加講習 2 ３２日間 兵庫県消防学校救急救命士養成所

　救急救命士養成研修 1 ７ヶ月間 　　　〃

　新任主任研修 4 ４日間 川西市（総務部）　

　新任主査研修 8 ３日間 　　　〃

　新任課長補佐研修 7 ４日間 　　　〃

　新任課長研修 2 ２日間 　　　〃

　新任室長研修 2 ２日間 　　　〃

　インストラクション研修 2 ２日間 　　　〃

　消防長研修会 1 １日間 全国消防長会近畿支部

　総務関係実務研修会 2 １日間 　　　〃

　火災調査研究会 5 １日間 兵庫県下消防長会

　消防実務講習会 14 １日間 阪神地区消防長会

　消防実務研修会 2 １日間 西宮市消防局

　火災原因調査特別研修会 4 １日間 尼崎市消防局

　火災科学セミナー 1 １日間 日本火災学会

　安全運転講習会 4 １日間 兵庫県公安委員会

　実務担当者研修 1 ２日間 兵庫県市町振興課

　消防安全衛生研修会 2 ２日間 兵庫県企画県民部災害対策局消防課

2 ２日間 　　　〃
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６．表彰等の状況

17 18 19 20 21

職員：消防庁長官　　功労章 ― ― ― ― ―

　　　　　〃　　　　永年勤続功労章 1 1 2 1 1

　　　全国消防長会永年勤続章　２０年 2 3 1 2 3

　　　　　　　　〃　　　　　　２５年 3 ― ― ― ―

　　　　　　　　〃　　　　　　３０年 7 7 7 6 3

　　　　　　　　〃　　　　　　３５年 4 10 ― ― ―

　　　　　　　　〃　　　　　　４０年 1 1 1 ― 1

　　　全国優良消防職員(全国消防協会）　 ― ― 1 ― ―

　　　兵庫県功労者 ― ― ― ― ―

　　　知事功労章 2 3 3 3 3

　　　　　〃　永年勤続功労章 3 3 4 4 4

　　　　　〃　家族の賞 ― 3 3 ― 3

　　　　　〃　二代消防の賞 ― ― 1 1 2

区分
年度

　　　県医師会長表彰　　 ― ― ― ― ―

　　　市長永年勤続職員表彰 3 2 2 ― 3

　　　 〃 消防功績章 1 1 1 1 2

　　　消防長精勤章 3 3 3 2 4

　　　消防長賞状(団体） 4 ― 5 2 8

　　　消防長賞状(個人） ― ― ― ― ―

　　　防火安全協会長　優良消防職員 2 2 2 2 2

職員以外

　　　感謝状（消防長）

　　　　消火協力者 ― ― ― 3 ―

　　　　救助協力者 5 ― 1 ― ―

　　　　その他 ― ― ― 1 ―

　消防長賞

　　　　防火ポスター
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７．消防職員の資格取得状況

総数 消防監
消防
司令
長

消防
司令

消防
司令
補

消防
士長

消防
副士
長

消防士

大型自動車運転免許（Ⅰ・Ⅱ種） 78 3 15 45 11 3 1

中型自動車運転免許（Ⅰ・Ⅱ種） 2 1 1

普通自動車運転免許（Ⅰ・Ⅱ種） 144 1 4 27 61 20 15 16

救急Ⅱ課程（標準課程・救急科含む） 115 17 58 18 13 9

救急救命士 33 8 19 1 4 1

応急手当指導員資格 136 3 27 61 20 15 10

ＪＰＴＥＣ（ＢＴＬＳ含む）インストラクター 7 6 1

ＩＣＬＳインストラクター 8 1 6 1

陸上特殊無線技士 137 4 27 61 20 15 10

航空特殊無線技士 1 1

小型車両建設機械運転免許 1 1

小型船舶操縦士 28 4 17 7

潜水士 47 4 31 8 4

H22.4.1.現在

種別
階級別

ガス溶接技能講習 32 3 26 2 1

玉掛技能講習 31 1 8 17 4 1

小型移動式クレーン技能講習 37 1 8 24 3 1

足場組立等作業主任者 9 1 2 5 1

有機溶剤作業主任者 4 3 1

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 33 2 8 21 2

特定化学物質及び四アルキル鉛等
作業主任者技能講習

10 7 3

危険物取扱者（甲） 1 1

危険物取扱者（乙） 50 2 11 16 8 10 3

危険物取扱者（丙） 40 6 30 4

消防設備士（甲） 15 2 8 4 1

消防設備士（乙） 26 2 6 15 3

衛生管理者資格 5 2 1 2

高圧電気工事士 1 1

ボイラー技士 1 1

高圧ガス製造保安責任者 2 1 1

自動車整備士（３級） 3 1 2
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８．相互応援協定等の状況

1

2

3

4

5

6

7

8

9 阪神７市１町H5. 5. 1 災害全般
災害応急対策活動の相互応援に
関する協定

航空機災害

火災・救急

火災・救急

中国道における
火災・救急

63. 7. 8

消防特別相互応援協定

大阪国際空港周辺都市航空機災
害応援協定

消防相互応援協定

消防相互応援協定

中国自動車道のうち兵庫県の区
域における消防相互応援協定

大阪空港周辺１４市
（大阪９　兵庫５）

能　勢　町

49. 2. 1

49. 2. 1

54. 6. 7

62. 8.12

62.10. 1

62.10. 1

協　定　市　町

池　田　市

豊　中　市

箕　面　市

豊　能　町

兵庫県中国道沿線市
１２市

大阪府中国道沿線市
（大阪４　兵庫３）

協　　　定　　　名

消防相互応援協定

消防特別相互応援協定

中国縦貫道路茨木・宝塚インタ
－チェンジ間における消防相互
応援に関する協定

協定内容

火災・救急

特定対象物の火災・救急

特定対象物の火災・救急

中国道における
火災・救急

締結年月日

44. 5. 1

10

11

兵庫県下市町

伊丹市・宝塚市
・猪名川町

H7.11. 1

H13.3.15

災害全般

消火・救急・救助
・その他

兵庫県広域消防相互応援協定

伊丹市・宝塚市・川西市
・猪名川町消防相互応援協定
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１．年度別市一般会計予算と消防予算（歳出）

消　防　予　算

  本市の一般会計は、前年度より０．１％増の４４，０００，０００千円になっていま
す。連年に渡る市債の償還が財政を圧迫する中、環境への配慮や教育、福祉施策への対
応など、時代に応じた行政サービスを進めていきます。
　各事業分野のうち、消防費は前年度より０，４％減の１，５７４，１９４千円を計上
しています。
　主な事業としては、県消防学校初任科６名の入校、老朽化した消防車両の整備として
南消防署の水槽付消防ポンプ自動車１台及び第２分団小戸部の全自動型小型動力ポンプ
付積載車、第４分団久代部の消防ポンプ自動車、第１０分団黒川部の小型動力ポンプ付
積載車の更新を行います。

24 51642 847 000

１８

１９

２０

一般会計予算額
(千円)

1 591 483

10,734

10,844

9 896

27,227

27,157

42,830,000

42,744,000

1,725,102

1,740,277

4.03

4.07

3 71

一世帯当り
消防費(円)

住民一人当り
消防費(円)

消防費予算額
(千円)

一般会計に
対する割合
(％)

区分

年度

２．平成22年度消防費予算概要
（千円）

２１

２２

国県支出金

10,826

一般財源

1,476,501

その他

33,367

区　分

消防費

消防費予算額

1,574,194

地 方 債

53,500

24,516

23,964

42,847,000

43,972,000

44,000,000

２０ 1,591,483

1,579,818

23,640

9,896

9,794

9,7951,574,194

3.71

3.6

3.6
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３．平成22年度消防費節別内訳

（千円）

０１ ０２ ０３ ０４ ０５
　常備消防費 　非常備消防費 　消防施設費 　水　防　費 　災害対策費

31,633 6 27 31,666

573,100 4,761 4,430 4,300 11,580 598,171

470,929 3,732 3,924 5,902 10,057 494,544

183,400 1,545 1,443 1,399 3,735 191,522

1 1

0

213 10,564 80 10,857

2,257 189 5 54 2,505

40 135 175

47,396 4,566 4,672 373 2,948 59,955

14 028 200 33 796 45 15 102

　０１　報　酬

　０２　給　与

　０３　職員手当等

　０４　共済費

　０５　災害補償費

　０７　賃　金

　０８　報償費

　０９　旅　費

　１０　交際費

合　　　計

　１１　需用費

１２ 役務費

目 別
節 別

-
1
4
 - 14,028 200 33 796 45 15,102

33,558 2,606 4,569 900 41,633

16,265 20 201 120 16,606

3,688 1 3,689

311 10 690 1,011

43,181 294 35,700 1,604 80,779

7,345 13,370 1,638 1,879 24,232

1 1

951 630 164 1,745

1,392,974 71,651 58,988 17,552 33,029 1,574,194

　１６　原材料費

　２７　公課費

　１４　使用料及び賃借料

合　　　　計

　２２　補償、補填及び賠償金

　１２　役務費

　１３　委託料

　１８　備品購入費

　１９　負担金、補助及び交付金

　１５　工事請負費

目 別
節 別

-
1
4
 -


